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１．令和５年の事故の発生状況

１－１ 総括

➢ A級事故：無し。

➢ B1級事故（重大事故）：煙火1件のみ。

➢ C1級事故：産業火薬１件、煙火２０件、がん具煙火８件の計２９件。煙火は、コロナ禍以前の平成30年及
び令和元年と比較して増加。

➢ C2級（異常事象）は、産業火薬３件、煙火３８件、がん具煙火１１件の計５２件の報告あり。

H30 R1 R2 R3 R4 R5

産業用火薬 A 0 0 0 0 0 0

B1 1 0 0 0 1 0

C1 5 3 4 4 7 1

煙火 A 0 0 0 0 0 0

B1 3 3 1 0 0 1

C1 10 15 5 5 12 20

がん具煙火 A 0 0 0 0 0 0

B1 0 0 0 0 0 0

C1 8 9 8 5 6 8

平成30年～令和5年の事故級別件数

［Ａ級事故（重大事故）］
・死者５名以上
・死者及び重傷者が合計して10名以上
・死者及び負傷者が30名以上
・甚大な物的被害（総額5億円以上）が生じた   等

［Ｂ１級事故（重大事故）］
・死者1名以上4名以下
・重傷者2名以上9名以下
・負傷者6名以上29名以下
・多大な物的被害（総額1億円以上、5億円未満）が生じた  等

［Ｂ２級事故］
・1年経過しない間に発生したＣ１級事故 等

［Ｃ１級事故］
・負傷者1名以上5名以下かつ重傷者1名以下
・物的被害（総額1億円未満）が生じた
・人的、物的被害なしで、特に危険な事象が生じた

［Ｃ２級（異常事象）］
・上記の事故のいずれにも該当しないもの。

コロナ禍

※ 「産業保安事故対応マニュアル、火薬類事故対応 実施細目(令和 3 年 5 月 20 日)」に基づき、都
道府県等から報告のあったもの。

※令和５年中に発生した事故で、令和６年２月末時点までにあった事故報告を集計したものであり、
今後、件数及びその内容に変更が生じる可能性がある。

※ H30～R2 の重大事故の件数には、「テレビ・新聞等の取扱い等により著しく社会的影響・関心が
大きいと認められるもの」 を含む。
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➢ コンサートイベントにおいて煙火消費中、重傷者３名が生じるB1級事故が１件発生。

➢ 音響用として使用する特殊効果用煙火の消費中の事故であり、過去、報告のなかった事案。

➢ 事故原因は、使用機材の長期使用による劣化（強度低下）並びに、火薬側で推奨する機材が使用されてい
なかったことによるもの。

➢ （一社）日本特殊効果演出協会他に対し、事前の設備点検等を徹底する旨の注意喚起を実施（次頁参照）。
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１．令和５年の事故の発生状況

１－２ 重大事故（A級、B級）の発生状況

※ 「産業保安事故対応マニュアル、火薬類事故対応 実施細目(令和 3 年 5 月 20 日)」に基づき、都道府県等から報告のあったＡ級及びＢ１級事故。
※令和５年中に発生した事故で、令和６年２月末時点までにあった事故報告を集計したものであり、今後、件数及びその内容に変更が生じる可能性がある。
※ H30年～R2年の重大事故の件数には、「テレビ・新聞等の取扱い等により著しく社会的影響・関心が大きいと認められるもの」 を含む。
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（参考）令和5年7月の大阪府における事故を受けての対応



取扱別 発生月
発生
場所

負傷者数
(重／軽)

事故概要

C１

産業火薬 8月 広島県 ０／１
自宅倉庫で見つけた猟銃用黒色火薬が湿気ていないか確認するため、当該火薬の一部に火

の着いたろうそくを投げ込んだところ、しばらくして爆発、顔面及び両手に熱傷を負った。

煙火

7月 静岡県 １／０ 夏祭りで手筒花火を消費中、異常燃焼が生じ、右前腕及び右上腕部に熱傷を負った。

7月 兵庫県 ０／０
高校のオープンスクールに参加した中学生が、オープンスクールで作成した花火をジッパー袋に入
れて持ち帰っていたところ発火、花火を入れていたカバンが焼失した。

7月 北海道 ０／２
安全距離が取られた観客席の観客２名に煙火の破片が当たり、それぞれ頭部裂傷、目尻に負
傷を負った。

11月 茨城県 ０／０
花火大会で打ち揚げられた10号玉が上空で開発せず、地上に落下後開発。落下地点周辺の
施設壁面等を破損した。

がん具煙火

３月 愛媛県 ０／１
クラッカーに使用する火薬付き引玉の詰め替え作業中、張り付いていた引玉2本を剥がそうとした
ところ、爆発。作業員が火傷の軽傷を負った。

8月 長野県 １／０
高齢者施設において、がん具煙火の消費中、車いすに乗っていた消費者のひざかけに火が燃え
移り、その後、着衣に着火したことで重度の火傷を負った。

９月 愛知県 ０／１
がん具煙火を消費中、手持ち花火の火が女児の着衣（ワンピース）に着火し、大腿部等に火
傷を負った。

4

１．令和５年の事故の発生状況

１－３ Ｃ１級事故の発生状況

➢産業火薬は、1件のみ。

➢煙火は計２０件中、消費中（打揚時）：１８件、廃棄中：１件、その他（学校における実験、次頁参照）：１件。

➢煙火消費中の１８件は、火災が７件と最も多く、次いで落下物による観客の怪我（人的被害）：４件、手筒花火
等の伝統煙火の消費中の火傷（人的被害）：３件、黒玉：２件、筒ばね：１件、地上開発：１件。

➢がん具煙火の８件は、消費中：６件（幼児／高齢者の火傷：４件、火災：２件）、製造中：１件、その他：１件。

【事故概要（主なもの）】

※ 「産業保安事故対応マニュアル、火薬類事故対応 実施細目(令和 3 年 5 月 20 日)」に基づき、都道府県等から報告のあったC１級事故。
※令和５年中に発生した事故で、令和６年２月末時点までにあった事故報告を集計したものであり、今後、件数及びその内容に変更が生じる可能性がある。
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（参考）令和5年7月の兵庫県における事故を受けての対応①



（参考）令和5年7月の兵庫県における事故を受けての対応②
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➢C2級（異常事象）は、産業火薬３件、煙火３８件、がん具煙火１1件。

➢産業火薬の３件は、製造中：１件、消費中２件。いずれもＣ１級以上の事故に繋がる可能性のあった事象。

➢煙火の３８件は、全て消費（打揚）時の異常事象。過早発、低空開発：１２件、黒玉：１１件、火災：８件（火の
粉の落下：５件、落下物：４件）、地上開発：２件など。コロナ禍以前の平成30年：３１件、令和元年：21件と比
較して多い報告数となった。

➢がん具煙火１１件は、すべて消費中のものであり、火の粉が周辺に燃え移ったことによる火災。

取扱別 発生月
発生
場所

事故概要

C2

産業火薬

5月 岡山県 高速道路上で事故処理中に使用した道路作業用信号炎管の火炎が路側帯の下草に着火した。

7月 秋田県 ロケットエンジンの燃焼試験実施中、異常燃焼によってエンジンの一部（モーター）が爆発した。

7月 福島県
火工品の分解作業中、部品を水中に浸漬した後、竹串で、火薬部分に力を加えたところ発火し、破片が

飛散した。

煙火

7月 群馬県
花火大会において連発式小型煙火を消費中、風に煽られた影響で部品の一部が安全距離を超え、観

覧者の前方７m付近に落下し開発した。

7月 新潟県 花火大会中、打ち揚げ用筒の破損により低空開発が生じ、周囲の煙火に着火し、一部が低空開発した。

8月 東京都 ナイアガラ花火の火の粉が、付近の下草に燃え移り、安全距離内外の下草約2000㎡が焼失した。

8月 神奈川県 海外製2.5号玉の製品不良により過早発が生じた。

がん具煙火 ４月 山形県 空港において鳥駆除のためのがん具煙火を使用したところ滑走路横の草地1664㎡を焼失した。

【異常事象概要（主なもの）】

１．R５年の事故の発生状況

１－４ Ｃ２級（異常事象）の発生状況

7
※ 「産業保安事故対応マニュアル、火薬類事故対応 実施細目(令和 3 年 5 月 20 日)」に基づき、都道府県等から報告のあったC２級事故。
※令和５年中に発生した事故で、令和６年２月末時点までにあった事故報告を集計したものであり、今後、件数及びその内容に変更が生じる可能性がある。



（煙火）

➢コロナ禍以前の平成30年及び令和元年より増加した要因として、「火災」の増加が挙げられることから、消費

許可を行う地方自治体とも協力しながら、花火大会主催者や打揚事業者に対し、火災予防策としての十分な
事前散水、下草刈りなどの徹底を求める。

➢落下物や過早発・低空開発など、製品不良や設備不良を起因とする事故・事象の増加防止に対しては、事
前点検の徹底を打揚事業者に求める。

（がん具煙火）

➢幼児を中心とした火傷や火花による火災が続いているため、適切な使用方法について、政府広報等を活用
した注意喚起を進める。

（産業火薬）

➢例年、建設現場や採石現場等において発生している飛び石等による事故は発生しなかったものの、令和６年
に入ってすぐに建設現場での事故が発生していることから、引き続き、建設現場等での火薬類の消費時の取
扱いについて、関係団体の協力を得ながら再発防止対策の注意喚起を進める。

➢火薬類製造にあっては、令和4年及び令和5年と続けて、ニトログリセリン製造工程及び関連工程における爆

発が発生したことから、火薬製造関係者間での事故情報の共有を図るとともに、火薬類取締法の例示基準
や業界団体等が定めるマニュアル等にその対策を反映させる。

➢火薬類保安人材の育成を進めるため、経済産業省が行う爆発実験や研修等の活用を検討する。
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２．事故発生防止に向けた今後の対応



（その他）

➢特殊演出効果用としての煙火使用や、花火大会におけるドローンショーなど、近年、煙火消費の状況が変化
してきていることを踏まえ、各自治体における対応状況や事故情報等を参考にしつつ、新たな保安対策が必
要かどうかの検証を進める。また、有害鳥獣駆逐用煙火を使用した高齢者の事故情報など、これまで想定し
ていなかった事故も報告されていることから、地方自治体から寄せられる事故情報を丁寧に分析し、その対
応の検討を進める。

  ※ コンサート会場での使用や、ドローンの煙火打ち揚げ時の安全距離内外の飛行、高齢者が無許可数量の範囲内で使用する動物用駆逐煙火
の取扱いなど。

➢事故情報については、火薬小委員会での議論を踏まえ、その定義や区分の整理を行い、「軽微な事故情報
に重大事故に繋がる原因が隠れている可能性がある」として、平成29年からC2級の区分を設け運用してい

るところ。近年、特に煙火事故について、都道府県等及び煙火事業者の双方から、事故区分の再整理（過早
発・低空開発などの事象が事故に該当するかどうかなど）や、C2報告の記載内容を簡易化して欲しいなどの
意見が寄せられている。

※「火薬類取締法第５２条に基づく事故報告」及び「産業保安事故対応マニュアル、火薬類事故対応実施細目」に基づき、都道府県等の担当部
署から事故情報の報告が行われている。

※ 近年、リアルタイムでの花火大会のインターネット中継やSNS等における即時配信が行われているが、過早発や低空開発等の映像が配信さ
れているものの、事故報告が行われていないケースもある。

➢「事故情報」は、事故の未然防止、事故防止対策の適切な検討・実施に必要な基礎情報であり、特にC2級と

して整理される「軽微な事象」がネガティブ情報として扱われないようにすることが必要。このため、事業者が
積極的にその報告を行えるようにするべく、事故区分の整理やその報告内容について見直しが必要かどうか
の検討を進める。
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２．事故発生防止に向けた今後の対応
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